
板野西部消防組合人事行政の運営等の状況の公表

　板野西部消防組合の人事行政運営の公平性・透明性を確保するために、

　平成２７年度の職員の任用や勤務条件等の人事行政の状況について、

　公表いたします。

１．職員の任免及び職員数に関する状況

２．職員の人事評価の状況

３．職員の給与の状況

４．職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

５．職員の分限及び懲戒処分の状況

６．職員の服務の状況

７．職員の退職管理の状況

８．職員の研修の状況

９．職員の福祉及び利益の保護の状況



１．職員の任免及び職員数に関する状況

　１．職員の採用・退職

　　（平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日）

　２．退職事由

　　（平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日）

区　分 定　年 勧　奨 普　通 その他 合　計

人数(人） 1 0 0 0 1

　３．再任用の状況

　　（平成２７年４月１日から平成２８年４月１日）

　４．年齢別職員数（平成２８年４月１日）

年　齢 ２０歳未満 ２０歳～２３歳 ２４歳～２７歳 ２８歳～３１歳 ３２歳～３５歳 ３６歳～３９歳

職員数(人） 3 7 5 7 2 6

年　齢 ４０歳～４３歳 ４４歳～４７歳 ４８歳～５１歳 ５２歳～５５歳 ５６歳～５９歳 合　計

職員数(人） 5 0 1 3 3 42

　５．職員数の推移

年　度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

職員数(人） 39 38 39 43 42 41 42

平成２７年４月１日在職者数 ０人

採　用　者　数 退　職　者　数

４人 １人

区　　分 人　　数
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行政職給料表（一）　等級別基準職務表

基　準　と　な　る　職　務　（　階　級　）

定型的な業務を行う職務（消防士）

２　級

主任の職務（消防副士長）

特に高度の知識又は経験を必要とする業務を行う職務（消防副士長）

３　級

係長の職務（消防士長）

困難な業務を行う主任の職務（消防士長）

４　級

消防本部の課長補佐の職務（消防司令補）

消防署長補佐の職務（消防司令補）

困難な業務を行う係長の職務（消防司令補）

５　級

消防本部の主幹の職務（消防司令）

困難な業務を行う消防本部の課長補佐および

消防署長補佐の職務（消防司令）

６　級

消防長の職務（消防司令長）

消防本部の次長および課長の職務（消防司令）

消防署長の職務（消防司令）



（人） （％） 職　名 （人） （人） （％） 段階

消防士 16

計 16

1 主　任 0

2 消防副士長 6

計 6

1 係　長 0

2 消防士長 6

計 6

1 課長補佐 0

2 署長補佐 2

3 係　長 5

計 7

1 主　幹 2

2 署長補佐 (1)

計 2

1 消防長 1

2 次　長 1

課　長 3

署　長 （１）

計 5

42 100

等級及び職制上の段階ごとの職員数（平成２８年４月１日現在）

行政職給料表（一）　等級別基準職務表

等　級 基 準 と な る 職 務　（　階　級　）

合計 内訳 職制上の段階

係

員

級
２　級

主任の職務（消防副士長）

6 14.29特に高度の知識又は経験を必要とする

業務を行う職務（消防副士長）

１　級 定型的な業務を行う職務（消防士） 16 38.10

22 52.38

係

長

級

困難な業務を行う主任の職務

（消防士長）

４　級

消防本部の課長補佐の職務（消防司令補）

7 16.67

9 21.43
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係長の職務（消防士長）

6 14.29 6 14.29

消防署長補佐の職務（消防司令補）

困難な業務を行う係長の職務

（消防司令補）

５　級

消防本部の主幹の職務（消防司令）

4.76困難な業務を行う消防本部の課長補佐および　　　　　　　　　

消防署長補佐の職務（消防司令）

６　級

消防長の職務（消防司令長）

5 11.90
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3 消防署長の職務（消防司令）



２．職員の人事評価の状況

　　地方公務員法及び地方独立行政法人法の一部を改正する法律（平成２６年

　法律第３４号。以下「改正法」という。）が公布され、その運用・施行に

　ついて、総務省自治行政局長から通知がありました。

　　本組合では、能力開発や人材育成、勤務能率の向上を目的とした人事評価

　制度を導入しております。人事評価制度は、業務遂行上発揮された能力を評

　価する「能力評価」と目標管理による業務の遂行度を評価する「業績評価」

　により行っています。

　「能力評価」

　　職員の職務遂行能力の発揮度を一定の基準に照らして評価することにより、

　職員の主体的な能力発揮・能力開発を促す評価です。評価期間内に期待され

　る職務能力をどの程度発揮したかについて、絶対評価を行います。

　「業績評価」

　　目標管理の手法を用いて、職員が組織の目標を明確に意識して、主体的な

　業務遂行に当たることを促す評価です。業績評価は、個人の業務内容の優先

　度や重要度などを勘案しながら、業務目標に対する達成度を評価し、その結

　果を絶対評価で行います。

　　人事評価制度により、職員の能力や特性を把握し、人材育成・能力開発を

　中心に適材適所の人事配置等の任用管理に活用していきます。



３．職員の給与の状況

　１．職員給与の状況（平成２６年度）

　　　　（１）人件費の状況（板野西部消防組合会計）

区　分
管内人口

(26年7月1日)

歳 出 額

（A)

人 件 費

（B)

人件費率

（B/A)

25年度の

人件費率

人 千円 千円 ％ ％

26,030 383,167 252,247 65.8 85.2

　　　　（２）職員給与の状況（平成２７年度）

給　料 職員手当 期末勤勉手当 計（B)

千円 千円 千円 千円 千円

128,122 35,759 47,939 211,820 5,043

　２．職員の平均給料月額及び平均年齢の状況（平成２８年４月１日現在）

平均年齢

歳

33.9

　３．職員の初任給の状況（平成２８年４月１日現在）

組　合 国

大 学 卒 176,700 176,700

高 校 卒 144,600 144,600

　４．職員手当の状況（平成２８年４月１日現在）

住　居　手　当 　○借家・家賃 12,000円を超える者に支給（限度額 27,000円）

通　勤　手　当

　○   2Km以上  5Km未満　　　2,000円

　○   5Km以上 10Km未満　　  4,200円

　○ 10Km以上 15Km未満　　  7,100円

扶　養　手　当

　○配偶者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　13,000円

　○配偶者以外の扶養親族　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　　 6,500円　　　　　　　　

　○配偶者がいない場合１人目　　　　　　　　　   　　　　　　　　　　11,000円

　○満１６歳年度初めから満２２歳年度末までの子   　　     1人につき 5,000円加算

区　　分

一　般　行　政　職

区　　分 内　　　　　　　　容

一　般　行　政　職

平 均 給 料 月 額

円

255,245

27年度

職員数

（A)

給　与　費 一人当たり

の給与費

（B/A)

42



自 己 都 合 勧奨・定年

（注）１．退職手当の支給に関しては、本組合を含む８市１６町村２７一部事務組合（平成２８年４月１日現在）

          で組織する「徳島県市町村総合事務組合」に加入しています。

　　　２．「勧奨」とは、定年退職(６０歳)前の高齢職員に対し、職員の新陳代謝の促進や人事の刷新を図るため、

　　　退職手当の割増をして退職を促すものです。

　５．特別職の報酬等の状況（平成２８年４月１日現在）

25,000円

議　　　員 20,000円

区　　　　　　　分 給  料  年  額

給　　　料

管　理　者 35,000円

副 管 理 者 25,000円

議　　　長 35,000円

副　議　長

定年前早期退職者特例措置 ：2〜20％加算

職制上の段階・職務に級等による

調整額の加算退職時特別昇給 な　　　し

最高限度額 ５２．４４０月分 ５２．４４０月分

組合と同じ

職務の級等による加算措置　：　有（５〜１５％）
役職加算（５〜２０％）

管理職加算（１０〜２５％）

区　　　分 組　　　　　　　　　　　　　　　合 国

退　職　手　当

支　給　率 自  己  都  合 勧　奨 ・ 定　年

勤続２０年 ２１．６２０月分 ２７．０２５月分

勤続３０年 ３８．１８０月分 ４４．８５０月分

その他の加算措置 定年前早期退職者特例措置 ：２〜３０％加算

勤続３５年 ４３．７００月分 ５２．４４０月分

1.225月分　　 0.75月分　　

１２月期 1.375月分　　 0.85月分　　

計 2.6月分　　 1.６月分　　

300,284円

区　　　分 組　　　　　　　　　　　　　　　合 国

期　末　手　当

勤　勉　手　当

２７年度 期　末　手　当 勤　勉　手　当

組 合 と 同 じ
　６月期

超 過 勤 務 手 当

２７年度
支  給  総  額（ 決 算 ） 8,614,277円

職員１人あたり平均支給年額 210,104円

２６年度
支  給  総  額（ 決 算 ） 12,611,935円

職員１人あたり平均支給年額

特 殊 勤 務 手 当

　○毎日勤務者　　　　　　　　　　　　　　月　額 3,500円

　○隔日勤務者　　　　　　　　　　　　　　月　額 4,500円

　○救急救命士手当　　　　　　　　　　　　月　額 3,000円

　○予防技術資格者手当　　　　　　　　　　月　額 3,000円

　○潜水手当　　　　　　　　　　　出場１回につき 5,000円



４．職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

　１．職員の勤務時間

１週間の １日の

勤務時間 勤務時間

毎日勤務者 38時間45分 7時間45分 8時30分 17時15分

隔日勤務者 38時間45分 15時間30分 8時30分 8時30分(翌日)
12時〜13時

17時15分〜18時15分

15時00分〜15時15分

23時〜５時(翌日)

７時〜7時15分(翌日)

　２．年次有給休暇の取得状況（27年)

日数(日) 取得率（％）

15.1 75.5

５．職員の分限及び懲戒処分の状況

　１．分限処分の状況（人）

降　任 免　職 休　職 降　給

0 0 0 0

　２．懲戒処分の状況（人）

戒　告 減　給 停　職 免　職

0 0 0 0

６．職員の服務の状況

　　地方公務員は、地方公務員法において、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、

　職務の遂行にあたっては全力を挙げてこれに専念することとされており、法令等遵守義務、

　信用失墜行為の禁止、守秘義務、政治行為の制限、営利企業等への従事制限などの義務が

　課されているところです。

　　本組合においては、これらの服務規律の確保を徹底するため、毎年、依命通達等により

　綱紀の保持および公務員倫理の確立を図っています。

年 間 平 均 取 得 日 数

区　　分 開始時刻 終了時刻 休憩時間

12時〜13時

区　　　　分



７．職員の退職管理の状況 (27年度)

 　　　　平成２８年４月１日に施行された地方公務員法の一部改正により、

 　　　元職員による現職職員への働きかけの禁止などを主な内容とする退

 　　　職管理の適正の確保が規定されました。

 　　　　本組合においても、職員の退職管理の適正の確保に取り組みます。

 

 

 

 

 

 

 

８．職員の研修の状況 (27年度)

　　　　職員の消防・救急業務等に関する基礎研修及び専門研修として

　　　徳島県消防学校、救急振興財団での救急救命士研修を行っています。

　　　　また、救急医療機関等が開催している救命に係る研修会や勉強会に

　　　積極的に参加し、知識・スキルの向上に努めています。

　　　それらの研修において、指導者として参加する職員も増えています。

　　　　更に、警察署と連携して全職員を対象とした交通安全コンクール

　　　等を実施しています。また、近隣の自動車教習所と提携し、教習所の

　　　施設を使用させていただき、緊急車両の運転技術の向上に努めたり、

　　　職員の消防・その他の分野における能力アップを目的とした研修

　　　なども実施しております。

　



９．職員の福祉及び利益の保護の状況 (27年度)

　１．職員の健康管理に関する主要事業の実施状況

受診者数(人)

41

30

　２．公務災害の状況

通勤災害(件) 公務災害(件)

0 0

　３．職員の福利厚生事業

　　地方公共団体は、地方公務員法により、職員の保健、元気回復その他厚生に関する計画を

　樹立し、これを実施しなければならないとされています。本組合では、組合独自の職員互助

　会を設置し、職員の互助共済並びに相互の親睦と福利増進を図っています。また、一般財団

　法人徳島県市町村職員互助会に加入することにより、スケールメリットを生かした文化・ス

　ポーツ・レクリエーション活動等へ参加し、職員の元気回復を図り公務能率の向上に努めて

　います。

　４．公平委員会に関する事項

０件

０件

健  康  診  断  の  種  類

職員定期健康診断(人間ドック含む)

24時間交代勤務者に係る健康診断

勤務条件に関する職員からの措置の要求

不利益処分に関する職員からの不服申し立て


